
令和３年度〔第１四半期〕随意契約の結果（５００万円以上の工事、物品、委託）
総合企画部

（注）※１、※２の説明

県民活動生活
課

令和３年度地価調査
業務委託

地価調査業務 令 和 3 年 4 月 1 日 ～ 令 和 3 年 9 月 30 日 公益社団法人滋賀県
不動産鑑定士協会

28,479,880 本業務は、地価調査等の内容を詳細に理解する
とともに、県内における不動産の鑑定評価および
地価の分析に精通している専門機関でなければ
実施が困難であり、こうした能力を有している団
体は不動産鑑定士で構成される当該法人以外に
ないため。

2 3イ

県民活動生活
課

性暴力被害者総合ケ
アワンストップびわ湖
SATOCO事業委託

滋賀県性暴力被害者総
合ケアワンストップびわ
湖SATOCO運営業務

令 和 3 年 4 月 1 日 ～ 令 和 4 年 3 月 31 日 滋賀県産科婦人科医
会

8,066,000 性暴力被害者への総合的な支援を可能な限り１
箇所で提供し、被害の潜在化を防止するために、
滋賀県、滋賀県警察、滋賀県産科婦人科医会お
よび公益社団法人おうみ犯罪被害者支援セン
ターの４者で協定書を締結して、SATOCOの業務
を運営しており、協定の締結者を契約の相手方と
しているため。

2 3イ

県民活動生活
課

性暴力被害者総合ケ
アワンストップびわ湖
SATOCO事業委託

滋賀県性暴力被害者総
合ケアワンストップびわ
湖SATOCO運営業務

令 和 3 年 4 月 1 日 ～ 令 和 4 年 3 月 31 日 公益社団法人おうみ犯
罪被害者支援センター

6,771,760 性暴力被害者への総合的な支援を可能な限り１
箇所で提供し、被害の潜在化を防止するために、
滋賀県、滋賀県警察、滋賀県産科婦人科医会お
よび公益社団法人おうみ犯罪被害者支援セン
ターの４者で協定書を締結して、SATOCOの業務
を運営しており、協定の締結者を契約の相手方と
しているため。

2 3イ

県民活動生活
課

保存文書受付等業務
委託

保存文書管理等業務 令 和 3 年 4 月 1 日 ～ 令 和 5 年 3 月 31 日 株式会社マンアップ 10,382,680 一般競争入札を実施したが、不調となったため。

＊長期継続契約

8

情報政策課 ＩＴ資産管理ツール（Ａ
ｓｓｅｔ　Ｖｉｅｗ）の運用
委託

IT資産管理ツールの運
用保守業務

令 和 3 年 4 月 1 日 ～ 令 和 4 年 3 月 31 日 株式会社ハンモック 5,720,000 当該IT資産管理ツールは当該事業者の独自製品
であり、当該製品に関する専門技術を有するた
め。

2 3イ

人権施策推進
課

人権啓発活動委託 市町への人権啓発事業 令 和 3 年 4 月 1 日 ～ 令 和 4 年 3 月 31 日 県内19市町 6,850,000 法務省が指定する啓発事業を市町で再委託する
ものであるため。

2 2

根拠
法令
※１

適用
類型
※２

表頭欄の「根拠法令」（※１）は、随意契約ができる場合について規定している地方自治法施行令第１６７条の２第１項の１号から９号のうち該当する号を記入し、２号の場
合（性質又は目的が競争入札に適しないもの）については、「適用類型」（※２）に厳格な運用を図るために県が作成した７類型のうち該当するものを記入しています。

契約担当組織
の名称

事業名 契約内容
契約期間（履行期間）

（物品購入契約は契約締結日）
契約の相手方 契約金額 (円） 随意契約とした具体的理由等



根拠
法令
※１

適用
類型
※２

契約担当組織
の名称

事業名 契約内容
契約期間（履行期間）

（物品購入契約は契約締結日）
契約の相手方 契約金額 (円） 随意契約とした具体的理由等

CO2ネットゼロ

推進課

滋賀県地球温暖化防
止活動推進センター
活動支援事業委託

滋賀県地球温暖化防止
活動推進センター活動
支援

令 和 3 年 4 月 1 日 ～ 令 和 4 年 3 月 31 日 公益財団法人淡海環
境保全財団

10,995,600 当該財団は、地球温暖化対策の推進に関する法
律に基づき、地域地球温暖化防止活動推進セン
ターとして知事が指定した唯一の法人であり、代
替性がないため。

2 3イ

CO2ネットゼロ

推進課

滋賀県低炭素社会づ
くり推進計画等見直し
支援業務委託

滋賀県低炭素社会づく
り推進計画等の見直し
への支援

令 和 3 年 6 月 18 日 ～ 令 和 4 年 3 月 28 日 株式会社イー・コンザル 7,052,100 本計画の策定に当たっては、各コンサルタント会
社から、対策の推計結果や本県の特徴から本県
にふさわしい数値指標を提案させるとともに、独
自のノウハウや計算モデルを活用した投資額お
よび経済波及効果について提案をさせ、事前に
技術力や業務遂行能力を見極める必要があるた
め、競争入札に適しないことから、プロポーザル
方式により契約の相手方を選定したため。

2 4

CO2ネットゼロ

推進課

新しいエネルギー社
会づくり加速化プロ
ジェクト推進業務委託

新しいエネルギー社会
づくりを加速化するプロ
ジェクトの組成と研究会
の運営

令 和 3 年 4 月 1 日 ～ 令 和 4 年 3 月 31 日 日本環境技研株式会
社

5,225,000 本業務の遂行に当たっては、当該分野に精通す
るとともに、エネルギー分野における広範かつ専
門的な知識と政策立案能力を有していることが求
められるため競争入札に適しないことから、プロ
ポーザル方式により契約の相手方を選定したた
め。

2 4

国際課 滋賀県湖南省事務所
管理事業委託

滋賀県誘客経済促進セ
ンターの管理運営

令 和 3 年 4 月 1 日 ～ 令 和 4 年 3 月 31 日 公益社団法人びわこビ
ジターズビューロー

8,437,039 滋賀県誘客経済促進センターについて、中国国
内法の規制により県が直接設置できないことか
ら、当団体が設置主体となり、双方の間で設置・
運営に関する協定書を締結しているため。

2 3イ

国際課 ミシガン州立大学連
合日本センター管理
運営事業委託

ミシガン州立大学連合
日本センターの管理運
営

令 和 3 年 4 月 1 日 ～ 令 和 4 年 3 月 31 日 公益財団法人滋賀県
国際協会

42,641,000 ミシガン州立大学連合との折衝をはじめ日常業務
で高い語学力が必要であり、県とミシガン州立大
学連合、ミシガン州政府が共同で運営するという
特殊性から、当センターの管理運営を行える団体
が他にはないため。

2 3イ


